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一般社団法人設立の概要 

 

一般社団法人の設立の流れ 

 

大まかな手順をいうと次のようになります。 

① 定款作成および定款認証 

② 設立登記 
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非営利活動法人とはいえ、提供サービスや事業が「無償ボランティア」である必要はあ

りません。必要な活動資金を確保して非営利が徹底された法人でない限り、むしろ継続的

に活動をするためにもある程度、収益を上げる必要があります。 

 

設立時役員等の選定 

 認証決定までの設立時において設立時役員等の選任が必要となります。最低限、設立時

社員及び設立時理事が必要となります。なお、理事会設置法人を前提としている場合は理

事を最低 3人以上の選任が必要となります。 

① 設立時社員（必須、1人以上） 

② 設立時理事（必須、1以上） 

③ 設立時監事（監事設置法人の場合は必須） 

④ 設立時会計監査人（会計監査人設置法人の場合は必須） 

※解任について 

 設立時理事 → 設立時社員の過半数 

 設立時監事 → 設立時社員の 3分の 2以上の多数決 

 

機関設計のバリエーション 

 一般社団法人の機関設計については①のような最低限の機関を設置しなければなりませ

ん。その他の機関は必要であれば設置できます。設立後、機関を追加する場合は定款変更

が必要となります。 

① 社員総会 + 理事 

② 社員総会 + 理事       + 監事 

③ 社員総会 + 理事 + 理事会  + 監事 

④ 社員総会 + 理事 +      + 監事 + 会計監査人 

⑤ 社員総会 + 理事 + 理事会  + 監事 + 会計監査人 

 

機関組織の役割 

① 社員総会 

社団法人の最高機関かつ意思決定機関。 

社団法人の活動内容や方針などを決定します。意思決定については合議制であり、決議

方法は 2種類あります。 

（原則）議決権を有する社員の過半数が出席 → 議決権の過半数の多数決 

（例外）総社員の半数以上の出席 → 議決権を有する社員の 3分の 2以上の多数決 

      社員除名、監事解任、役員等の損害賠償責任の一部免除、定款変更、事業の

全部譲渡、解散、法人の継続、吸収合併、新設合併の承認    …など 

 「議決権を有する社員」とは社員総会において議決権の行使をできる社員となります。 
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定款の規定により「議決権を有する社員」（正会員と規定される傾向）、「議決権を有しな

い社員」（賛助会員、準会員と規定される傾向）を定めることができます。 

なお、社員は定款の定めに従い経費を支払う義務があります。 

② 理事 

社団法人の執行権かつ法人の代表権を有します。 

1 人または 2 人以上の理事選任が必須となります。2 人以上の場合は合議制となり過半

数以上の多数により決議となります。 

③ 理事会 

3人以上の理事がいる場合に設置が可能となります。 

事業執行の決定、理事の事業執行の監督、代表理事の選定などが権限となります。 

④ 監事 

理事会又は会計監査人設置した場合に必須の機関となります。 

理事（会）の業務執行の監査、事業報告の請求、業務や財産状況の調査が権限となりま

す。社員総会への監査報告義務があります。 

⑤ 会計監査人 

大規模法人の場合に設置が必須となります。会計に関する書類の監査を行います。 

⑥ 検査役 

社員総会に係る招集手続き及び決議方法を調査するため、社員総会に先立って選任しま

す。したがって臨時機関となります。 

 

定款 

 一般社団法人において根幹事項となる重要な書類となります。 

① 必要的記載事項 

必ず記載しなければならない事項。 

目的、名称、主たる事務所、事業目的…など 

公益認定を前提においている場合は、予め 23 種類の公益目的事業要件のいずれかを盛

り込むべきです。 

② 相対的記載事項 

定款をもって規定しておかなければその効力が生じない事項。 

③ 任意的記載事項 

必要的記載事項および相対的記載事項以外の一般法人法に違反しない事項。 
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設立に必要な費用 

定款認証手数料           50,000円 

雑費（定款謄本発行手数料等）    2,000円～（定款のページ数により変動） 

登録免許税             60,000円 

合計目安              112,000円～ 

 

 一般社団法人設立に関して専門家に依頼される場合は別途報酬が費用として発生します。

行政書士への依頼（設立についての打合せ、定款作成および公証人役場手続）は 10~15 万

円、司法書士への依頼（登記申請代理）は 5~8万円前後の傾向となっています。 

 

公益認定 

① メリット 

・「公益」という名称独占権を有するため、社会的信用度が対外的に表示できる。 

・税制優遇措置を受けることができる 

 収益事業課税、軽減税率、みなし寄付金、 

② デメリット 

・公益目的事業の制約を受ける 

・公益認定の取消リスクを負う → 認定取り消しされた場合、信用度が落ちる。 

 


